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2022 年 4月 6 日 

各 位 

株式会社 北日本銀行 

 

きたぎん SDGs 経営サポートによる「SDGs 宣言」策定支援について 

～株式会社 インターワークス～ 

 

株式会社北日本銀行（頭取 石塚恭路）は、取引先企業さまの SDGs への取り組みを評価分析し、

SDGs 経営を支援する「きたぎん SDGs 経営サポート」を取り扱っております。この度、本サービス

のうち Basic（基本版）を通じて、株式会社 インターワークス様（代表取締役 山口博章）が SDGs

宣言を策定されましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 今後とも当行は、取引先企業さまの SDGs の取り組みを支援し、持続的な地域社会の実現に貢献

してまいります。 

記 

１． 会社概要 

会 社 名 株式会社 インターワークス 

所 在 地 〒020-0823 岩手県盛岡市門 1 丁目 4-32 ベストビジネスビル 1 階 

代 表 者 代表取締役 山口 博章 

業 種 サービス業 

 

２． 重点項目 

 

 
 

３． きたぎん SDGs 経営サポートについて 

取引先企業さまの SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）への取り

組みを促進するため、取引先企業さまの SDGs の取り組み状況を確認し、優先課題を決定した

上で、目標設定を行うこと（Basic：基本版）、また、サプライチェーン分析による事業活動の

流れと SDGs 貢献度を分析し、未来志向の目標設定（Progress：発展版）をお手伝い致します。 

以 上 

 

 

 

［本件に関するお問い合わせ先］ 

営業統括部 事業コンサルティング室（担当：加藤諒一） TEL：070—8690－4437 



当社について

現状のSDGsに対するマテリアリティ（重要課題）

従業員の働きがい

地域社会への貢献

コンプライアンス・ガバナンス

マテリアリティ（重要課題）

エネルギー使用量の削減、水質汚染の防止、大気汚染の防止

従業員の体の健康保持、従業員の心の健康保持、禁煙や受動喫煙防止

森林や山の自然の保護活動、まちや河・海の自然の保護活動、寄付活動

コンプラ体制の構築、情報セキュリティ対策、業務効率化や生産性の向上

企業概要

写真1

写真2

株式会社　インターワークス

代表取締役　山口博章

（所在地：岩手県盛岡市）

当社は岩手県内における人材サービス会社のパイオニアとして創業し、

現在では一般労働者派遣事業、有料職業紹介事業、外国人労働者（特定技能）支援事業、

HRコンサルティング事業、各種工場構内請負、飲食店事業（盛岡じゃじゃ麺ちーたん）の

6つを事業の柱とし、幅広く展開しております。

当社は「人」や「企業」が変化を受容し、変容していくために様々なアイディアで

課題解決のお手伝いをいたします。

大項目

環境の保全



【企画・制作協力：株式会社日経リサーチ 「SDGs経営推進プロジェクト」】

マテリアリティ（重要課題）

株式会社　インターワークス　SDGs宣言書

当社は、国際連合で採択された持続可能な開発目標（SDGs）の達成に、

以下のマテリアリティ（重要課題）への取り組みを通じて貢献します。

2022年4月6日

株式会社　インターワークス

代表取締役　山口博章

・社用車のアイドリングストップ徹底

 ▼ 目標・取り組み内容

・こまめな節電による、CO2削減への貢献

・グリストラップ清掃の実施による水質汚染防止

環境に配慮した経営を行うことで、持続可能な社会実現に貢献いたします。

 環境の保全

 ▼ 目標・取り組み内容

・健康診断実施後の保健師面談の推進

・定期的なストレスチェックの実施

・社内全面喫煙禁止による受動喫煙対策の実施

 従業員の働きがい

従業員の心身の健康に配慮した働きやすい職場環境づくりを行って参ります。

 ▼ 目標・取り組み内容

・震災復興支援として植樹活動への参加

・事務所への自然保護活動に関する冊子の設置および情報発信

・スポーツ団体への寄付活動の実施

ロータリークラブの社会奉仕活動を通じて、住みよいまちづくりに貢献いたします。

 地域社会への貢献

・リモートワーク導入によるDXの推進

 ▼ 目標・取り組み内容

 コンプライアンス・ガバナンス

法令順守の徹底とDXの推進によりガバナンス強化に取り組みます。

・法改正情報取得の徹底によるコンプライアンス体制の強化

・最新のセキュリティシステム導入による情報漏洩対策の強化


